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機械式駐車装置メーカーらに対する排除措置命令及び課徴金納付命令等について 

 

令和７年３月２４日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、機械式駐車装置メーカー（注１）らに対し、本日、後記第１のとお

り、独占禁止法の規定に基づき、排除措置命令及び課徴金納付命令を行った。 

機械式駐車装置メーカーらによる違反行為の概要は後記第１の２に記載のとおり

であり、各件は、機械式駐車装置メーカーらが、独占禁止法第３条（不当な取引制限

の禁止）の規定に違反する行為を行っていたものである。 

また、公益社団法人立体駐車場工業会（以下「立体駐車場工業会」という。）に対

し、本日、後記第２のとおり、要請を行った。 
（注１）「機械式駐車装置メーカー」とは、水平循環方式分離式又はエレベーター方式パレット型の機械式

駐車装置を製造する者をいう。 

「水平循環方式分離式」とは、複数の搬器を平面状に配置し、これらを循環運動させることにより

駐車を行う方式のうち、搬器が個別に移動する方式をいう。 

「エレベーター方式パレット型」とは、複数の駐車室を立体的に配置し、搬器（パレットを用いる

ものに限る。）を搬送装置によって駐車室へ搬送することにより駐車を行う方式をいう。 

 

第１  排除措置命令及び課徴金納付命令 

１  違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対象事業者、課徴金額等 

⑴ 特定地下式ＰＳ設置工事（注２） 

番 

号 

違反事業者 

（法人番号） 
本店の所在地 代表者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 

申請順位

に応じた

減免率 

事件の真相の

解明に資する

程度に応じた

減算率 
課徴金額 

１ 
日精株式会社 

（9010401021610） 

東京都港区西新

橋一丁目１８番

１７号 

代表取締役 

川畑 淳一 

○ 
30％ 10％ 20％ 

2億6733万円 

２ 

住友重機械搬送システム

株式会社 

（5010701005036） 

東京都品川区西

品川一丁目１番

１号 

代表取締役 

斎藤 信也 

○ 
30％ 10％ 20％ 

1億9995万円 

３ 
フジパスク株式会社 

（1010901010608） 

東京都世田谷区

上馬四丁目２番

５号 

代表取締役 

小林 秀行 

○ 
― ― ― 

298万円 

４ 
ＩＨＩ運搬機械株式会社 

（8010001036712） 

東京都中央区明

石町８番１号 

代表取締役 

赤松 真生 

― 
免除 免除 ― 

― 

合計 
3社 

     
4億7026万円 

 

 

 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局第三審査 

電話 ０３－３５８１－３３８３（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



２ 

⑵ 特定エレベーター方式ＰＳ設置工事（注２） 

番 

号 

違反事業者 

（法人番号） 
本店の所在地 代表者 

排除措置命令 
課徴金減免制度の適用 

 

申請順位

に応じた

減免率 

事件の真相の

解明に資する

程度に応じた

減算率 
課徴金額 

１ 
新明和工業株式会社 

（7140001082323） 

兵庫県宝塚市新

明和町１番１号 

代表取締役 

五十川 龍之 

○ 
30％ 10％ 20％ 

5587万円 

２ 
日本コンベヤ株式会社 

（1122001015773） 

東京都千代田区

神田鍛冶町三丁

目６番地３ 

代表取締役 

梶原 浩規 

○ 
― ― ― 

― 

３ 
エヌエイチパーキングシ

ステムズ株式会社 
    

― 
― ― ― 

― 

４ 
ＩＨＩ運搬機械株式会社 

（8010001036712） 

東京都中央区明

石町８番１号 

代表取締役 

赤松 真生 

― 
免除 免除 ― 

― 

合計 
2社 

     
5587万円 

（注２）「特定地下式ＰＳ設置工事」とは、建設業者（注３）が確認申請図（注４）に基づく見積り合わせの方

法により発注する水平循環方式分離式の機械式駐車装置の設置工事（機械式駐車装置の入替工事を除

く。）をいう。 

    「特定エレベーター方式ＰＳ設置工事」とは、建設業者が確認申請図に基づく見積り合わせの方法

により発注するエレベーター方式パレット型の機械式駐車装置の設置工事（機械式駐車装置の入替工

事を除く。）をいう。 

（注３）「建設業者」とは、特定地下式ＰＳ設置工事又は特定エレベーター方式ＰＳ設置工事をそれぞれ対

象とする各排除措置命令書別表記載の事業者をいう。 

（注４）「確認申請図」とは、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の２第１

項に基づく申請の際に、建築主事又は指定確認検査機関の確認を受ける各種図書及び書類のうち、機

械式駐車装置に係る図面及び当該図面に準ずるもの（当該申請に用いられるものに限られず、実施設

計図、詳細設計図などとも呼ばれる機械式駐車装置に係る図面であって、消火設備、配管等の建物に

付随する設備関係の配置がおおむね固まっているもの）をいう。 

（注５）日本コンベヤ株式会社は、平成３０年７月１日にエヌエイチパーキングシステムズ株式会社を吸収

合併した者である。 

（注６）違反事業者名については、以下「株式会社」の記載を省略する。 

（注７）表中「排除措置命令」欄の「○」は、その事業者が排除措置命令の対象事業者であることを示して

いる。 

（注８）表中「排除措置命令」欄及び「課徴金額」欄の「－」は、その事業者が排除措置命令又は課徴金納

付命令の対象事業者でないことを示している。 

（注９）表中「課徴金減免制度の適用」欄及び「申請順位に応じた減免率」欄の「－」は、その事業者が課

徴金減免制度の適用事業者でないことを示している。 

（注１０）表中「事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率」欄の「－」は、その事業者が調査協力減

算制度の適用事業者でないことを示している。 

 

２  違反行為の概要（詳細は別添排除措置命令書参照） 

⑴ 特定地下式ＰＳ設置工事 

日精、住友重機械搬送システム、フジパスク（注１１）及びＩＨＩ運搬機械の４

社は、かねてから、水平循環方式分離式の機械式駐車装置の設置工事について



３ 

情報交換を行い、当該工事の供給に関する調整を行ってきたところ、遅くとも

平成２９年７月１３日以降、特定地下式ＰＳ設置工事について、供給価格の低

落防止等を図るため 

ア(ア) 日精、住友重機械搬送システム及びＩＨＩ運搬機械（以下「メーカー３

社」という。）の中から供給すべき者（以下「供給予定者」という。）を

決定する 

(イ) 供給予定者以外の者は、供給予定者が供給できるように協力する 

旨の合意の下に 

イ(ア) 建設業者から、確認申請図に基づく特定地下式ＰＳ設置工事の見積依頼

があった場合には、それぞれ、当該確認申請図の記載内容から、確認申請

図採用メーカー（注１２）がメーカー３社のうちいずれの者であるかを確認し

た上で互いに連絡を取り合い、確認申請図採用メーカー以外の者から供給

意欲が示されない限り、同確認申請図採用メーカーを供給予定者とする 

(イ)ａ 供給予定者が提示する見積価格は、供給予定者が定め、供給予定者以

外の者は、供給予定者から連絡のあった価格以上の見積価格を提示する 

ｂ 住友重機械搬送システムが供給予定者となりフジパスクの下請とし

て特定地下式ＰＳ設置工事を請け負う予定の場合にあっては、フジパス

クが提示する見積価格は、住友重機械搬送システムがフジパスクに提示

する価格を踏まえてフジパスクが定め、メーカー３社のうち供給予定者

以外の者は、フジパスクから連絡のあった価格以上の見積価格を提示す

る 

(ウ) 前記(ア)及び(イ)について、住友重機械搬送システムは、フジパスクを通じ

て日精及びＩＨＩ運搬機械と連絡を行う 

などにより、供給予定者を決定し、供給予定者が供給できるようにしていた。 
（注１１）機械式駐車装置メーカーの代理店であるフジパスクは、住友重機械搬送システムの代理店として、

住友重機械搬送システムが製造した水平循環方式分離式の機械式駐車装置に係る営業活動を行うと

ともに、当該機械式駐車装置の設置工事を請け負う者であり、建設業者が発注する特定地下式ＰＳ設

置工事を自ら請け負った場合には、住友重機械搬送システムに対し当該工事を下請に出していた。 

（注１２）「確認申請図採用メーカー」とは、特定地下式ＰＳ設置工事又は特定エレベーター方式ＰＳ設置

工事の見積依頼に採用された確認申請図を作成した者をいう。 

 

⑵ 特定エレベーター方式ＰＳ設置工事 

新明和工業、ＩＨＩ運搬機械及びエヌエイチパーキングシステムズの３社は、

かねてから、エレベーター方式パレット型の機械式駐車装置の設置工事につい

て情報交換を行い、当該工事の供給に関する調整を行ってきたところ、新明和

工業、ＩＨＩ運搬機械、エヌエイチパーキングシステムズ及び日本コンベヤの

４社は、遅くとも平成２９年６月２９日以降（エヌエイチパーキングシステム

ズにあっては平成３０年６月３０日までの間、日本コンベヤにあっては同年７

月１日以降）、特定エレベーター方式ＰＳ設置工事について、供給価格の低落

防止等を図るため 

ア(ア) 供給予定者を決定する 



４ 

(イ) 供給予定者以外の者は、供給予定者が供給できるように協力する 

旨の合意の下に 

イ(ア) 建設業者から確認申請図に基づく特定エレベーター方式ＰＳ設置工事

の見積依頼があった場合には、それぞれ、当該確認申請図の記載内容から、

確認申請図採用メーカーが４社のうちいずれの者であるかを確認した上

で互いに連絡を取り合い、確認申請図採用メーカー以外の者から供給意欲

が示されない限り、同確認申請図採用メーカーを供給予定者とする 

(イ) 供給予定者が提示する見積価格は、供給予定者が定め、供給予定者以外

の者は、供給予定者から連絡のあった価格以上の見積価格を提示する 

などにより、供給予定者を決定し、供給予定者が供給できるようにしていた。 

 

３  排除措置命令の概要 

⑴ 特定地下式ＰＳ設置工事 

ア 日精、住友重機械搬送システム及びフジパスクの３社（以下「名宛人３社」

という。）は、それぞれ、次の事項を、取締役会において決議（フジパスク

にあっては、取締役による決定）をしなければならない。 

(ア) 特定地下式ＰＳ設置工事について、名宛人３社及びＩＨＩ運搬機械の４

社が、遅くとも平成２９年７月１３日以降共同して行っていた、供給予定

者を決定し、供給予定者が供給できるようにする行為を既に取りやめてい

ることを確認すること。 

(イ) 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、見積り合わせの

方法により発注される水平循環方式分離式の機械式駐車装置の設置工事

について、供給予定者を決定せず、自主的に供給すること。 

イ 名宛人３社は、それぞれ、前記アに基づいて採った措置を、自社を除く２

社及び建設業者に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければならな

い。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正取引委

員会の承認を受けなければならない。 

ウ 名宛人３社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共

同して、見積り合わせの方法により発注される水平循環方式分離式の機械式

駐車装置の設置工事について、供給予定者を決定してはならない。 

エ 名宛人３社のうち日精及び住友重機械搬送システムは次の(ア)及び(イ)の事

項を行うために必要な措置を、フジパスクは次の(ア)の事項を行うために必要

な措置を、それぞれ、講じなければならない。この措置の内容については、

前記ウで命じた措置が遵守されるために十分なものでなければならず、かつ、

あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

(ア) 自社の工事の供給に関する独占禁止法の遵守についての行動指針の作

成並びに自社の役員及び従業員に対する周知徹底（日精及び住友重機械搬

送システムにあっては当該行動指針の自社の役員及び従業員に対する周

知徹底） 

(イ) 自社の工事の供給に関する独占禁止法の遵守についての、水平循環方式



５ 

分離式の機械式駐車装置の設置工事の営業に関わる役員及び従業員に対

する定期的な研修の実施並びに法務担当者等による定期的な監査 

オ 名宛人３社は、それぞれ、前記ア、イ及びエに基づいて採った措置を、速

やかに公正取引委員会に報告しなければならない。 

 

⑵ 特定エレベーター方式ＰＳ設置工事 

ア 新明和工業及び日本コンベヤの２社（以下「名宛人２社」という。）は、

それぞれ、次の事項を、取締役会において決議しなければならない。 

(ア) 特定エレベーター方式ＰＳ設置工事について、名宛人２社、ＩＨＩ運搬

機械及びエヌエイチパーキングシステムズの４社が、遅くとも平成２９年

６月２９日以降（エヌエイチパーキングシステムズにあっては平成３０年

６月３０日までの間、日本コンベヤにあっては同年７月１日以降）共同し

て行っていた、供給予定者を決定し、供給予定者が供給できるようにする

行為を既に取りやめていることを確認すること。 

(イ) 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、見積り合わせの

方法により発注されるエレベーター方式パレット型の機械式駐車装置の

設置工事について、供給予定者を決定せず、自主的に供給すること。 

イ 名宛人２社は、それぞれ、前記アに基づいて採った措置を、相互に通知す

るとともに、建設業者に通知し、かつ、自社の従業員に周知徹底しなければ

ならない。これらの通知及び周知徹底の方法については、あらかじめ、公正

取引委員会の承認を受けなければならない。 

ウ 名宛人２社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他の事業者と共

同して、見積り合わせの方法により発注されるエレベーター方式パレット型

の機械式駐車装置の設置工事について、供給予定者を決定してはならない。 

エ 名宛人２社は、それぞれ、次の事項を行うために必要な措置を講じなけれ

ばならない。この措置の内容については、前記ウで命じた措置が遵守される

ために十分なものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の

承認を受けなければならない。 

(ア) 自社の工事の供給に関する独占禁止法の遵守についての行動指針の作

成並びに自社の役員及び従業員に対する周知徹底（新明和工業にあっては、

当該行動指針の自社の役員及び従業員に対する周知徹底） 

(イ) 自社の工事の供給に関する独占禁止法の遵守についての、エレベーター

方式パレット型の機械式駐車装置の設置工事の営業に関わる役員及び従

業員に対する定期的な研修の実施並びに法務担当者等による定期的な監

査 

オ 名宛人２社は、それぞれ、前記ア、イ及びエに基づいて採った措置を、速

やかに公正取引委員会に報告しなければならない。 

 

４  課徴金納付命令の概要 

日精、住友重機械搬送システム、フジパスク及び新明和工業は、令和７年１０



６ 

月２７日までに、それぞれ前記１の「課徴金額」欄記載の額（総額５億２６１３

万円）を支払わなければならない。 

 

第２  立体駐車場工業会に対する要請 

本件では、立体駐車場工業会の会員である日精、住友重機械搬送システム、新

明和工業及び日本コンベヤ並びに同工業会の会員であったＩＨＩ運搬機械及び

エヌエイチパーキングシステムズの６社を含む違反事業者により前記第１の２

の違反行為が行われた。また、本件審査の過程において、同６社のうち複数の会

社の営業担当者が、同工業会の広報委員会の委員を務めることで他社の営業担当

者と関係を築き、互いに連絡を取り合うなどして、前記第１の２の違反行為に関

与していた事実が認められた。 

以上のことから、公正取引委員会は、今後、立体駐車場工業会の会員が営む機

械式駐車装置に関する事業において、前記第１の２と同様の行為が行われること

がないように、同工業会に対し、独占禁止法の遵守について会員事業者に周知徹

底するとともに、同工業会の広報委員会等の組織において会員各社の営業担当者

が構成員になることなどによって、これらの者の間で営業情報について連絡を取

りやすい関係が生じ得ることにも留意して、組織運営において適切に対応するよ

う要請した。 

  


